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令和８年７月 29日 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



「東京電力グループにおける中長期的な事業発展可能性の調査・分析業務」 

 

１．目的 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下「機構」という。）は、東京電力ホールディング

ス（以下「東電」という。）が福島責任を貫徹するべく、機構と共同で作成する特別事業計

画の履行確保に向けて、継続的なモニタリングを行っている。 

令和８年１月に認定された総合特別事業計画（以下「五次総特」という。）においては、

東電の原点である福島責任を貫徹するためには、東電がダイナミックな民間企業としての意

思決定の下、積極的な事業展開を行い、企業価値を向上していくことが必要であるとされて

いる。 

一方で、足元においては、東電は、環境変化等を受けてキャッシュフロー・キャッシュポ

ジションが悪化し、成長に向けた新規投資も絞らざるを得ない状況に陥っている。そのよう

な中で、五次総特においては、激変する事業環境に合わせて、新たなキャッシュフローを生

み出す事業機会の増加をしっかりと捉えて、中長期的な企業価値の向上の実現に向けた取組

を進める必要があるとしている。 

今回の委託事業では、五次総特の趣旨を踏まえ、東電の中長期的な事業発展可能性の調査

分析および定量効果の試算等を実施するべく、経営・財務等の専門的な知見を有するアドバ

イザーを下記の通り募集する。 

 

２．委託業務の概要（以下「本業務」という。） 

（１）東電の中長期的な事業発展を見据えたビジネスモデル構築・定量効果試算 

（２）中長期的な事業発展の実現に向けたロードマップの構築 

（３）その他上記に付随する業務 

 

３．委託先が満たすべき要件 

（１）本業務を遂行するために必要な、国内外の電力・エネルギー事業領域を取り巻く外部

環境に関する知見および中長期的な事業発展可能性の検討に係る実務経験を有する

こと。 

（２）機構との間で、本業務を遂行するに当たって支障が生じる重要な利害関係がないこと。

なお、本業務を受託するに当たり必要な条件がある場合には、後掲企画提案書に記載

すること。 

 

４．業務期間 

契約締結日から令和９年３月３１日までの期間（予定） 

 

５．業務の実施方法 

機構、東電からの情報提供及びインタビューのほか、委託先のノウハウ・ネットワークに

より入手する情報等を活用するものとする。 



なお、本業務の実施に当たって必要な場合には、機構の指示に基づき適宜各種委員会及び

会議への陪席等を通じて、業務を実施するものとする。 

 

６．成果物（委託業務の検収に際しては CD-R等にて提出） 

（１）本委託事業に関する最終報告書 

（２）業務期間中に行った主要な分析・提案資料一式 

（３）業務期間中に行った主要な会議に係る議事メモ 


